
14広報たわらもと 2014.1広報たわらもと 2014.1

情報ホットラインワイド版 町民の皆さんにお知らせしたい情報をドンと
拡大して掲載しています。

　事業所得などを有する白色申告
の人に対する現行の記帳・帳簿な
どの保存制度について、1月から
対象者が拡大されています。

対象
　事業所得、不動産所得または山林所得を生ずべ
き業務を行うすべての人。
※確定申告の必要がない人も対象となります。
※ 制度の詳細については桜井税務署（☎ 42-
3501）に問い合わせいただくか、国税庁ホーム
ページ（ URL http://www.nta.go.jp）をご覧くだ
さい。
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年金受給者の事前の
所得税確定申告の相談・受付

　年金受給者の所得税申告は、次のとおり、事前
に相談し、確定申告書を提出することができます。
※案内ハガキの送付はありません。

午前 9時 30分～正午、午後 1時～ 3時 30分
※ 混雑などにより、受付を早めに終了する場合が
あります。
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町民ホール（町役場西側）
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※ 経済財政状態により、引き上げの停止などの措
置が取られる場合があります。
※ 引き上げ後の税率について、経過措置が適用さ
れるものがあります。

表 1　消費税率と適用開始日
適用開始日 消費税率 地方消費税率 合計
4 月 1日 6.3% 1.7% 8.0%
平成 27年
10月 1日

7.8% 2.2% 10.0%

居住年
借入
限度額

控除率
各年の
控除限度額

最大
控除額

1 月～
3月

2,000
万円

1.0% 20 万円 200 万円

4月～
平成 29年
12月

4,000
万円

1.0% 40 万円 400 万円

※住民税の控除も拡大されます。
※ 認定住宅（認定長期優良住宅、認定低炭素住宅）、
自己資金により住宅の取得をした場合の対象住
宅と控除限度額、住宅リフォーム対策をした場
合の減税措置などの改正があります。詳細は桜
井税務署へ問い合わせください。

表２　住宅ローン減税の改正（一般の住宅）

事業主の皆さん
個人住民税の特別徴収にご理解
とご協力をお願いします

1 月 31 日㈮までに平成 26 年度（平成 25
年中）の給与支払報告書の提出を

税務課課税第一係☎ 34-2112

　地方税法第 317 条の６の規定により、
給与支払者（事業主）にはすべての従業員
（パート・アルバイト・役員などを含む）
の給与支払報告書を市町村に提出すること
が義務付けられています。平成26年度（平
成 25年中）の給与支払報告書の提出期限
は、1月 31日㈮です。

期限内に給与支払報告書の提出を

　町では、地方税法の規定に基づく適正な
課税と徴収を行うため、個人住民税（町県
民税）の特別徴収（給与天引き）の完全実
施を事業主の皆さんに働きかけています。
　平成 27年度から所得税の源泉徴収義務
のある全ての事業所を、個人住民税の特別
徴収義務者に指定する準備を進めています。

個人住民税の特別徴収の完全実施を

　個人住民税の特別徴収とは、個人の前年
の所得に対してかかる税金を給与支払者
（事業主）が毎月の従業員の給与から差し
引き、翌月の納期限までに町に納入する制
度です。
　地方税法第 321 条の 3などの規定によ
り、所得税の源泉徴収義務のある給与支払
者は、特別徴収義務者として、パート・ア
ルバイト・役員などを含むすべての従業員
に対して個人住民税を特別徴収する必要が
あります（事業主や従業員の意思による徴
収方法の選択はできません）。
　なお、従業員が常時 10人未満の事業所
には、申請により納期を年 2回とする制
度（納期特例）があります。
　事業主の皆さんには、法令に基づく適正
な特別徴収の実施にご協力をお願いします。

個人住民税の特別徴収とは
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